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令和７年度第１回横浜市学校規模適正化等検討委員会 会議録 

日 時 令和７年８月８日（金）10 時 30 分～12 時 00 分 

開 催 場 所 横浜花咲ビル ２階 205 研修室 

出 席 者 

（ ７ 名 ） 

北神委員長、倉斗委員、松原委員、細田委員、髙杉委員、角井委員、木村委員 

欠 席 者 

（ ３ 名 ） 

平井副委員長、福永委員、松本委員 

開 催 形 態 公開（傍聴者０人） 

議 事 １ 部会からの報告１件 

決 定 事 項  
議 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 部会からの報告 

「青木小学校」学校規模適正化等検討部会における検討状況について 

 

（事務局から資料について説明） 

 

（北神委員長） 

 それでは、事務局から今ご説明いただいた内容について、委員の方々からご質問

やご意見をお願いします。 

 

（倉斗委員） 

現在の資料について、いくつか質問があります。まず、資料１－２の冒頭部分や

２ページ目、スライド番号でいうと２ページ目など、複数箇所において「学級数」

が一般学級のみで示されている点についてです。個別支援学級を含めると、学級数

は大幅に増加すると思われます。また、新たに入学してくるこどもたちの中にも、

一定の割合で個別支援が必要なお子さんが含まれることを考慮すると、現在の資料

では「１学級足りない程度であれば何とかなる」といった意見が出る可能性があり

ますが、実際にはそれ以上に不足している状況であると認識しています。 

したがって、資料においては、個別支援学級を含めた学級数についても明確に説

明する必要があると考えます。これが１点目です。 

 

次に、先ほどの「経過措置」に関する議論についてです。経過措置を設けるべき

という意見の根拠が、資料中からは見つけられませんでした。現在シミュレーショ

ンされている３年、５年、６年といった期間の妥当性についても、根拠が明示され

ていないため、毎回の議論でその妥当性を説明することが難しいと感じています。 

私の個人的な想像になりますが、仮に自分が保護者であった場合、学区編成が変

更される際に「現在通学している子は転校不要」「新たに入学する子は新しい学区に

従う」といった対応であれば、特段の経過措置は不要と感じるかもしれません。し

かし、例えば兄や姉がすでに在籍しており、弟や妹がこれから入学するというケー

スでは、別々の学校に通わせることに対して抵抗を感じる保護者もいると想像され

ます。そのため、「兄や姉が在籍している間は、弟や妹も同じ学校に通学可能とする」

といった対応が望まれる可能性があります。 
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このように、経過措置の理由が「きょうだい関係によるもの」である場合、年数

ではなく「きょうだいが在籍しているかどうか」が判断基準となるのではないかと

考えます。したがって、経過措置を設ける理由を明確にしなければ、議論の妥当性

を見出すことが難しいのではないかと感じています。 

この点について、事務局のご見解をお伺いしたいと思います。 

 

（事務局） 

 まず、個別支援学級についてですが、倉斗委員からご指摘いただいたように、将

来的な推移を示すことができれば理想的ではあります。しかしながら、横浜市の場

合、「特別支援教育総合センター」において、障害のあるお子さんに対して「個別

支援学級が適当」「特別支援学校が適当」「通級指導教室が適当」といった判定が毎

年行われる仕組みとなっており、例えば年長のお子さんにどれだけ該当する子がい

るかについては、現時点では把握できていないのが実情です。 

また、細かい点になりますが、横浜市には「療育センター」があり、特に障害の

あるお子さんが療育を受ける場となっています。しかしながら、療育センターに通

うお子さんと個別支援学級に入るお子さんとの間に明確な相関関係があるとは言え

ません。 

このような実態を踏まえると、来年度あるいは再来年度に個別支援学級に何人入

るかという推計は、現時点では提示できておりません。過去の実績については追跡

しており、青木小学校に限らず、横浜市全体で個別支援学級に在籍するお子さんは

増加傾向にあり、概ね 1.1 倍程度の伸び率となっています。したがって、今後も同

程度の増加が見込まれるとは言えるものの、それに伴って個別支援教室が何教室増

えるかという具体的な数値までは算出できていないのが現状です。 

また、資料１-１の「７月１日」の下から２番目の「・」をご確認いただくと、

倉斗委員からのご指摘と同様の意見が部会内でも出されており、「市全体として特

別支援教育のニーズが高まっているため、個々に応じた教育学級の確保が現在の教

室状況では困難になってきている」との認識が示されています。この点について

は、部会としても回答を行っておりますが、具体的な数値までは提示できておら

ず、例年、年末頃に翌年度の見込みがある程度見えてくるものの、最終的には直前

まで確定できないという状況です。 

 

（倉斗委員） 

ごもっともですが、児童数の将来的な推移は予測やシミュレーションでしかない

というのは他の推移についてもいえることです。個別支援学級に在籍する児童は増

えてきていますが、断言するのは難しいので、過去の実績からの平均値か、もしく

は児童数全体に対する割合などをもとに、それが横ばいで維持するとしてもこのよ

うになります、という将来の数値の予測や試算を示す必要はあると考えます。 

資料 1-1 に記載されているような意見があることからも、状況について説明を受

ける方々に広く共有しておくことが望ましいと感じます。 

 

（事務局） 

我々としても、個別支援学級については、それぞれのお子さんに対して適切な対

応が必要であると認識しています。 
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先ほどもご説明したとおり、個別支援学級の児童数は１年間で８人増加しており、

学級数としては２クラス分増加しています。したがって、将来を見据えた対応につ

いて、どのような形で示すべきかを含め、改めて検討させていただきたいと考えて

います。 

次に、経過措置の根拠についてのご質問をいただいております。簡潔に申し上げ

ますと、説明会の段階から、現在０歳、すなわち既に生まれているお子さんまでは

経過措置の対象としてほしいというご意見があり、それが６年間という期間の根拠

となっています。 

つまり、保護者が生活設計をする中で、生まれたこどもは青木小学校に通うこと

を前提として生活してきたため、現時点で生まれているこどもまでは経過措置の対

象として対応してもらいたいという声が、我々が認識している６年間の根拠となっ

ています。 

我々としても、こうした声は重要であると考えており、何とか６年間の経過措置

を設けられないかという試算を今回行いました。しかしながら、６年間の設定は困

難であると判断し、６年、５年、４年、３年といった複数のパターンで試算を行っ

た結果、青木小学校周辺には今後も開発の可能性がゼロではなく、急なマンション

建設などのリスクも見込まれることから、３年間という期間が現実的であると考え

ました。 

この３年間という期間は、厳密な根拠があるわけではありませんが、学区の見直

し範囲を広げつつ、青木小学校への通学を一定程度維持できるという観点から、今

回の案として提示させていただいたものです。以上が、経過措置に関する二つ目の

回答となります。 

さらに、きょうだい児の取り扱いについてもご意見をいただいております。資料

の「７月１日」の記載箇所の下から三つ目をご覧いただきたいのですが、検討部会

でも「きょうだい児の問題は、上の子が卒業したあと、下の子は要件にあたらない

から転校ということにはならないようにしてもらいたい」という意見が出されてい

ます。 

このように、学区変更によって、きょうだい児がどのような扱いになるかについ

ては、我々としても整理が必要であると認識しています。具体的には、学区外とな

る可能性のあるお子さんをどのように扱うか、線引きをして対応するのか、それと

も柔軟に対応するのかといった点について、いただいたご意見を踏まえ、次回の部

会において何らかの案を提示できるよう検討を進めてまいります。 

以上となりますが、このような形でよろしいでしょうか。 

 

（倉斗委員） 

はい、ありがとうございます。 

 

（北神委員長） 

他の委員の皆さま、いかがでしょうか。 

 

細かな数値に基づくシミュレーションについては、あくまでも予測の範囲内であ

り、確定的なものではありません。その中で、シミュレーション結果にうまく収ま

るかどうか、変動要因が大きく影響するのではないかという印象を持っています。 
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また、近々、令和７年度の義務教育人口推計が公表される見込みであると伺って

おります。そうした情報も踏まえた上で、今後どのような形になるのかを見極めて

いく必要があると考えています。 

これらの点については、当会議にも適宜情報提供いただけると伺っておりますの

で、今後も検討部会との連携を図りながら、議論を進めていければと考えておりま

すが、皆様いかがでしょうか。 

 

（細田委員） 

新しいマンションが建設されることで教室数が不足するという点については、理

解しております。教室が不足するため、複数の学校に分散させるという方針である

と認識しています。 

しかしながら、現在の説明では、１年生から別の学校へ通学するという内容にな

っておりますが、１年生が別の学校へ通うことは非常に困難であると考えます。通

常、上級生が在籍している学校に１年生も通うことで安心感が得られるため、年度

初めから「新１年生は別の学校へ通う」となると、保護者が付き添って登校するな

どの対応が必要となり、負担が大きくなる可能性があります。この点については、

見直しが必要ではないかと考えます。 

また、新たに建設されるマンションに関しては、学区の変更について、あらかじ

め「このマンションは○○小学校の学区です」と明示しておくことで、スムーズな

対応が可能になると考えます。すでに存在しているマンションに対して突然、学区

変更を行うと、住民からの反対意見が出る可能性が高いため、今後増加が見込まれ

る新築マンションについては、学区を変更することを前提に入居していただく形が

望ましいと考えます。 

このような学区設定を行うことで、地域の混乱を避けることができると考えます

ので、ぜひご検討いただければと思います。 

 

（事務局） 

ありがとうございます。 

新１年生から学区が変更された場合の通学については、難しい面もあるのではな

いかというご意見と受け止めております。我々としても、新１年生のみが別の学校

に通うことになるケースが生じる可能性があることから、安全な通学方法について

検討が必要であると考えています。 

通学路や、登校班なども含め、例えば斎藤分小学校や三ツ沢小学校へ変更となる

場合には、当該校の教職員や校外委員の方々にも情報提供を行い、どのような形で

ご協力いただけるかを含めて、共に検討していく必要があると認識しております。

ご指摘のとおり、こうした対応は重要であると考えており、今後の課題として取り

組んでまいります。 

また、マンションに関するご意見についても、まさにそのとおりであると考えて

おります。我々としても、開発状況に関してはマンション事業者との一定の連携が

あり、販売前の段階であれば、販売事業者に対して「学区が変更となる予定である」

といった情報を適切にアナウンスする必要があると認識しています。 

ただし、一部のマンションについてはすでに販売が完了しているケースもあり、

特に横浜駅近くの鶴屋町にある大規模マンションについては、今後こどもが増えて
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いくことが見込まれることから、令和９年度以降に学区変更を行う案を丁寧にアナ

ウンスしていく必要があると考えております。 

 

（倉斗委員） 

それは販売時には伝わっていましたか。 

 

（事務局） 

 資料１-２の 28 ページをご覧ください。今申し上げたのは４番の「共同住宅（建

築済・76 戸）、鶴屋町、入居済」と書いてある箇所のことです。 

 76 戸とありますが 76 戸のマンションが建築されたわけではなく、完売済である

横浜駅西口のタワーマンションのうち、販売後に再度賃貸という形で募集が出てい

るものをインターネットで確認して数えた数が 76 戸ということです。 

 賃貸や新たに売却する戸数もインターネットから確認している中で、このマンシ

ョンについてはこれからこどもが増える可能性があるということで、他のこれから

入居見込みのマンションの中でこのマンションのみ入居済ですが、学区変更の対象

として考えています。 

 

（倉斗委員） 

 入居者には変更について伝わっていますか。 

 

（事務局） 

「検討部会ニュース」につきましては、該当学区内のすべてのご家庭に対して全

戸配布のポスティングを行っております。そのため、ご覧いただいている方には、

内容にお気づきいただいていると考えております。 

また、先ほど申し上げた説明会においても、学区内の皆様にご案内をお届けして

おり、検討部会の開催ごとにニュースを発行している状況です。新築マンションを

含め、基本的には全戸に対して現在の検討状況を周知するよう努めております。 

ただし、特定のマンションに対して個別に説明会を開催したという対応は、現時

点では行っておりません。 

 

（倉斗委員） 

現在販売中のマンションもある中で、一部はすでに販売済みであり、今後入居予

定の物件も存在しています。マンションを販売している業者は、おそらく「どの学

校に通うことになるか」という情報を資料として提示していると思われます。 

そこで確認したいのですが、「この地域は現在、学区が検討中である」というこ

とは、販売業者に対してきちんと伝えられているのでしょうか。 

先ほどの委員のご意見にもありましたように、「○○小学校に通えると聞いて購

入したのに、後から学区が変更された」といった事態が起こる可能性があります。 

 

（事務局） 

現時点では、個別にマンション販売業者へ情報提供を行っているわけではありま

せんが、資料に記載されている「入居年」について、業者に確認しております。資

料には販売時期の記載はありませんが、各マンションの販売開始時期については個
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別に確認を取っている状況です。 

そのため、もし学区の見直しが販売開始前に行われる場合には、販売業者に対し

て「学区が変更される予定である」という情報を適切に周知する必要があると認識

しております。現時点では、個別に詳細な情報提供は行っておりませんが、今後入

居予定のマンションについては、販売時期の把握を踏まえた上で、必要な情報提供

を進めてまいります。 

 

（倉斗委員） 

はい、わかりました。 

 

（角井委員） 

説明ありがとうございました。 

これまでの経緯や根拠について、今回のお話を伺い、私自身としては理解が深ま

りました。本日の説明内容に限って言えば、提示された根拠について納得できる部

分が多かったと感じております。 

ここで、１点質問と１点意見があります。 

まず質問ですが、資料に示されている学級数の想定についてです。この「学級数」

あるいは「教室数」としてカウントされているものは、例えば特別支援教室など、

現在学校で求められている機能の教室を含まず、現有の教室のうち物理的に使用可

能な部屋をすべて教室としてカウントしている、という理解でよろしいでしょうか。 

次に意見ですが、学校側の立場として申し上げますと、教室以外の空間も教育活

動において不可欠です。特別支援教室や、最近ガイドラインが示されたクールダウ

ンのための場所など、いろんなこどもたちが安心して学べる環境を整えることが、

現在の学校には求められています。したがって、単純に一般教室数だけでぎりぎり

の運用を行うことは、学校運営上、非常に困難であるというのが現場の実感です。 

そのため、方針を早期に固め、余裕を持った計画を立てていただくことが、学校

としては非常にありがたいと感じております。 

また、マンションの今後の動きに関連して申し上げますと、本校は過去に統合を

経験した学校ですが、「この小学校に６年間通うつもりでこの家を購入した」という

保護者の声は、統合から８年が経過した現在でもなお聞かれることがあります。居

住地を決める際に、学区を重視する方が一定数いるということを、改めて実感して

おります。 

したがって、検討が始まった段階から、これからマンションを購入しようとして

いる方々にも確実に情報が届くような仕組みづくり、あるいは周知の努力が必要で

あると感じております。 

以上です。 

 
（事務局） 

ありがとうございます。 

まず１点目の、教室数のカウントに関するご質問についてです。ご指摘のとおり、

現在個別支援学級で使用されている教室や特別教室については、保有教室の数には

含めておりません。横浜市の場合、１教室の標準的な広さは約８ｍ×８ｍとされて

おり、その基準に基づいて確認を行った結果、現時点では 24 学級分の教室が確保で
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きると見込んでおります。 

ただし、いただいたご意見のとおり、一般学級の教室だけがあればよいというわ

けではないという点については、我々も十分に認識しております。学校運営を円滑

に行うためには、特別支援教室やクールダウンスペース、少人数指導や取り出し指

導など、教育活動に必要な多様な空間の確保が重要です。これらの点については、

我々としても非常に重要であると考えており、今後も学校側と相談しながら、より

良い解決策を模索してまいりたいと考えております。 

また、情報提供のあり方についてもご指摘のとおりです。我々としても、どのよ

うにすれば地域の皆様に確実に情報を届けられるかを検討しているところです。新

たにマンションを購入される方々への情報提供については、販売業者を通じて行う

形が基本となりますが、部会内でも情報周知の方法について検討してほしいといっ

たご意見をいただいております。 

そのため、現在はポスティングとホームページへの掲載にとどまらず、それ以外

にも有効な周知方法がないか、区役所とも連携しながら検討を進めてまいりたいと

考えております。 

 

（木村委員） 
様々なシミュレーションを実施いただき、ハード面での対応が難しいことから学

区の変更という方向性が示されていることについて、すべての方が納得できる形に

するのは困難であるものの、各方面で譲歩を重ねながら最適解を導き出そうとして

いる姿勢が感じられます。 
この件に関連して、１点質問があります。現在提示されている学級数のシミュレ

ーションは小学校に関するものですが、将来的にそのこどもたちが卒業した後、中

学校にどのような影響があるのかについても検討されているのでしょうか。具体的

には、西区や神奈川区に所在する軽井沢中学校、松本中学校、栗田谷中学校などが

該当するかと思いますが、これらの中学校においても学級数や教室数が不足する可

能性があるのか、同様のシミュレーションが行われているのかについて、お伺いし

たいと思います。 
 

（事務局） 

ありがとうございます。 

我々としても、該当する小学校に関連する中学校については、内部的に一定の検

討を行っております。 

実際には、「中学校の学区についてはどうなるのか」といったご意見も、部会の中

でいただいております。現時点では、この部会で中学校の学区について検討を進め

るかどうかは未定ですが、小学校卒業後には中学校へ進学することになるため、小

学校の学区を見直す際に、中学校との学区の整合性が取れなくなる可能性もあると

認識しています。 

先生からご指摘いただいた点も踏まえ、今後は中学校の学区についても併せて検

討すべきではないかと考えており、我々としても引き続き慎重に対応してまいりた

いと思います。 
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（倉斗委員） 

周知の仕方に関しては、ぜひ保育園とか幼稚園とかも含めていただければと思い

ます。 

 
（事務局） 

ありがとうございます。 

まさに倉斗委員からご指摘いただいたように、未就学のお子さんを持つ保護者の

方々への情報提供についても、重要な課題であると認識しております。学校ではポ

スティングによる周知のほか、『すぐーる』というＩＣＴツールを活用し、学校の情

報を保護者の方々へインターネット経由で伝達する仕組みも導入されています。 

在校生の保護者には、ポスティングや『すぐーる』による情報提供が行われてい

るが未就学のお子さんを持つ保護者には情報が十分に届いていない可能性があると

いうご意見も受けています。 

 

（倉斗委員） 

一番影響を受けます。 

 

（事務局） 

部会でもご意見をいただいておりますので、課題として対応策を検討しておりま

す。 

 

（倉斗委員） 

ぜひお願いします。 

 

（北神委員長） 

ありがとうございました。 

学区の変更は地域に大きな影響をもたらすため、様々な角度からのシミュレーシ

ョンや、周知の方法についても、事務局においてご検討いただき、部会および本委

員会とのやりとりも含めて情報提供をお願いします。 

本件については、今後も引き続きご意見をいただく場面があるかと思いますが、

まもなく部会において再度検討が行われる予定と伺っております。部会での検討結

果について改めて本委員会にご報告いただき、その際に新たな意見や質問があれば、

再度議論を深めていきたいと考えております。 

それでは、本件については一旦ここで終了とさせていただきます。 

続いて、事務局より１件、情報提供がございます。「令和８年度開校の『ひぎり舞

岡小学校』について（お知らせ）」が発行されたとのことですので、事務局よりご説

明をお願いいたします。 

 

（事務局からひぎり舞岡小学校について情報提供） 

 

（北神委員長） 

ありがとうございました。ではただいま事務局の方からご説明いただいた内容に

ついて、ご質問やご意見等はいかがでしょうか。 
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（細田委員） 

要望が出ていた通学路の安全対策の部分で、対策の可否はこの一覧を見ればほぼ

理解できるという形なのでしょうか。 

 

（事務局） 

はい。そのようにしております。 

今回、対応が難しいとされる箇所についても、単に「不可」とするのではなく、

児童の安全を最優先に考えたうえで、対応することでより安全性が高まる場合には

実施を検討し、逆にその方法では危険が伴うと判断される場合には、その旨が分か

るように資料を作成しております。 

 

（細田委員） 

この件で地域の方から通学の安全対策についてご意見ご要望は出ているのでしょ

うか。 

 

（事務局） 

今のところ、配布した資料に関してご意見などは頂戴しておりません。 

 

（細田委員） 

ありがとうございました。 

 

（北神委員長） 

 来年４月に新たな学校が開校する予定となっておりますので、今後も継続的に情

報提供をいただきながら、開校後の学校の様子についても、こちらの委員会にご報

告いただければと思います。事務局におかれましては、引き続きよろしくお願いい

たします。 

それでは、本日の委員会は以上になります。お疲れ様でした。 

資    料 

 

【資料】 

・「次第」 

・「委員名簿」 

・「座席表」 

・「青木小学校」学校規模適正化等検討部会における検討状況について 

・「青木小学校」第２回検討部会資料 学校規模適正化等の検討について 

・「青木小学校」学校規模適正化等検討部会ニュース（第２号） 

・令和８年度開校の『ひぎり舞岡小学校』について（お知らせ） 

・令和８年度開校の『ひぎり舞岡小学校』について（お知らせ）その２ 

特 記 事 項 なし 

 


